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第 32 次地方制度調査会は「2040 年頃から逆算し顕在化する諸課題に対応するために

必要な地方行政体制のあり方等に関する答申」を６月 26 日に内閣総理大臣に提出しま

した。 

このことについて、指定都市市長会会長である林 文子 横浜市長が会長談話を発出

しましたので、お知らせします。 

 

【林 文子（横浜市長）指定都市市長会会長談話】 

第 32 次地方制度調査会は、「2040 年頃から逆算し顕在化する諸課題に対応するた
めに必要な地方行政体制のあり方等に関する答申」（以下「答申」という。）を取り
まとめ、安倍晋三内閣総理大臣に手交されました。これまで多くの調査・審議を積み
重ね、今回の答申を取りまとめられたことに、深く敬意を表します。 

 
答申では、人口構造等の変化やリスクに適応していくための地方行政のあり方とし

て、「地方行政のデジタル化」、「公共私の連携」、「地方公共団体の広域連携」、
「地方議会への多様な住民の参画」の必要性や考え方が示されました。 

特に、「地方公共団体の広域連携」については、これまで指定都市市長会が要望し
てきた、圏域行政の充実について、基本的な考え方や対応の方向性をお示しいただい
たことに感謝申し上げます。引き続き、連携中枢都市圏制度等の法定化や三大都市圏
における連携促進に向けた新制度の創設などについて、調査・審議を要望してまいり
ます。 

 
Society 5.0 の実現や、今後想定される大規模な自然災害、感染症等のリスクに的

確に対応するためには、行政手続のオンライン化等、地方行政のデジタル化を進める
ことが不可欠です。国におかれましては、財政面も含めた地方自治体への継続的な支
援をお願い申し上げます。 

また、人口減少がもたらす影響も見据えた大都市制度改革に向けて、指定都市市長
会が法制化を求めている「特別自治市」などの大都市制度について調査・審議が行わ
れることを強く要望いたします。  
 

地方自治体を取り巻く多岐にわたる課題に対応していくためには、国と指定都市と
が、今回の答申で示された役割を積極的に果たしていくことが必要です。 

指定都市は、課題やリスクに対し、先陣を切って解決モデルを示し、経験や能力、
人材などの「資源」を、各圏域の活性化と日本全体の発展のために活かしてまいりま
す。 

 
令和２年６月 29 日 

指定都市市長会会長 
 

お問合せ先 

政策局大都市制度推進課長 高橋 佐織 Tel 045-671-4323 

令 和 ２ 年 ６ 月 2 9 日 
政策局大都市制度推進課 

横 浜 市 記 者 発 表 資 料 


